












































は少なくとも 1970 年代初頭以来に取り組まれてきた。例えば当時の西ドイツでは，1968 年に，
同国の企業体制が EU 内部においても尊重されるべきことを EU 本部に申し入れている（Testorf, 
2017, S.293）。他方，1976 年の（西）ドイツの「共同決定法」については，EU 法（Unionsrechts）に抵




テストーフ（Christian Testorf）により 2017 年に，『共同決定 : DGB（Deutscher Gewerkschaftsbund : ドイ
ツ労働組合総同盟；本稿では DGB と表記する）：1 つの熱い鉄：1976 年の“被用者の共同決定に関する法





が固まり，DGB としての「共同決定法」原案を一般に公表した 1968 年 3 月に至るまでの期間
に限定して，特徴的な諸点について論究することを課題とする。



































ある従業員だけではなく，“当該事業所に組合員がいる労働組合”（die im Betrieb vertretenen 
Gewerkschaften）もそれをすることができる（BetrVG., 1972, §14-(3)）。また，こうした労働組合では，

















常時的従業員が 5 名以上で，協議員被選挙権のあるものが 3 名以上ある事業所で作られる。選
挙権者は 18 歳以上の当該事業所従業員で，被選挙権はさらに当該事業所に 6 か月以上在職した
ものにある。
協議会協議員の数は，選挙権者の数により異なり，例えば選挙権者 20 名までは 1 名，7,000 名
〜9,000 名の場合は 35 名である。ただしここでいう従業員には，従業員身分のものでも，上級



































11 名の場合，出資者代表 5 名，被用者代表 5 名，中立のもの 1 名である（奇数構成）。
















監査役数は 12 名で，うち出資者代表 6 名，被用者代表 6 名である。中立の監査役はいない（偶
数構成）。
被用者代表には当該企業の従業員代表のものと，（当該企業で代表されている）労働組合代表のもの
とがある。その割合は，例えば被用者代表監査役が 6 名の場合（従業員数が 1 万人以下の場合），従業






同数となった場合，2 度目の投票では監査役会議長が 2 票の投票をできることである。すなわ
ちキャスチングボートは監査役会議長にあることになっている。
そこで，監査役会議長とその代理（Stellvertreter）の選出方法をみると，両者ともに，監査役全












この方式のもとでは監査役会は，出資者代表と被用者代表とが 2 対 1 の割合で構成するものと
なっている。中立の監査役はいない（DrittelbG., 2004, §4）。
被用者代表は，原則として，従業員の直接投票で選ばれる。それが 1 名の場合には，当該企














者には，例えばバーダー（Franz von Baader）やヴォールヴィル（Immanel Wholwill）などがあった。か
れらは，総括的にみると，被用者たちが，単に労働の担い手としてだけではなく，第 4 階級（der 








その強い引き金になったのは，1918 年 10 月末に起きたキールにおける水兵たちの蜂起であっ
た。その際水兵たちは，自らの結集体を「兵士レート」（Soldatenräte）と名乗り，さらにこれに呼
応してストライキに入った造船所や関連企業の労働者たちも含め，同年 11 月 4 日には「臨時中
央労働者兵士ラート」（Provisorischer Zentraler Arbeiter und Soldaten Rat）という名のものを立ち上げた
（大橋，1999，163 頁）。








メン（1919 年 1 月 10 日，25 日間），タクスハーフェン（1919 年 1 月 11 日，5 日間），マンハイム（1919 年 2 月
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組合結合体であった自由労働組合（Freie Gewerkschaften : その後における DGB の前身）の有力幹部で，当






当時のいわゆるワイマール時代，ドイツ・中央政府の主たる政権党は SPD （Sozialdemokratische 


















































企業の監査役会は，出資者代表と被用者代表とが 2 対 1 の割合で構成されるものとなっていた
45現代ドイツ企業経営における労資共同決定方式の構想過程 











いう観点からは望ましいものではない。そこで早速，DGB では，1957 年 10 月に，後に DGB
委員長になるローゼンベルク（Ludwig Rosenberg）を長とする株式法改正に対応する委員会が設け
られた。しかし同委員会は，当時ローゼンベルクがこの問題について積極的な関心をもってい




ジェクトチームが，DGB 内にでき，1959 年 7 月 16 日，監査役会のあり方や上級管理職員の問
題などを中心に討議資料がまとめられた。上級管理職員の問題は，ライバル組織，DAG（Deutsche 




そこで 1959 年 12 月 1 日，DGBの法律顧問（Justiziar），クンツェ（Otto Kunze）により，労働組合
として望ましい企業体制の考え方が提示された。そこにおいて企業体制のあり方は，何よりも





のという意味があり，“質の高い共同決定”（qualifizierte Mitbestimmung : 労資対等的共同決定）をすべて
の大企業に拡大し，株式会社では株主総会がその抜け道になること（例えば Loderer, 1982, S.615-616）
を阻止できる論理が確立されたものとして高く評価された（Testorf, 2017, S.115-116）。
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一方，株式法改正をめぐる論議は，1960 年ごろには一旦終止符をうった。政府が同年 6 月 13




DGB 本部関係者では，それは常時的従業員 2,000 人以上の企業と想定していたのに対し，ま
ず，IG Bergbau（Industriegewerkschaft Bergbau und Energie : 鉱業・エネルギー産業労働組合 ; 本稿では IG Bergbau
と表記する）の代表から，それは，常時的従業員 1,000 人以上の企業とすべきであるという主張が
提起されたのである。また，傘下に比較的中小企業の多い NGG（Gewerschaft Nahrung, Genuss, 
Gaststätten ; 飲料・娯楽・飲食店産業労働組合 ; 本稿では NGG と表記する）の代表からは，“2,000 人以上”は高
すぎるから，少なくとも“2,000 人以下”で考えるべきであるという意見が出された。











数の賛成で任免されるべきことをもって意見はまとまっていた。その中でも IG Bergbau のよ
うに，すべての取締役について，任免には全監査役の 4 分の 3 以上の賛同が必要と規定すべしと
いう意見もあった。これは，いうまでもなく，出資者代表監査役を牽制する意図のものであった。
こうした過程を経て，新しい共同決定法草案の内容に関する論議は，DGB では 1962 年の中
ごろには終わっていたといわれる（Testorf, 2017, S.123）。実は，この時の草案では，共同決定対象企
業は，①常時的従業員 2,000 人以上，②貸借対照表資産総額 5 千万 DM 以上，③年間売上高 1























そこで SPD 指導部は，DGB のイニシャチブに対し冷淡な態度をとった。例えば SPD 議員団
長，エルラー（Fritz Erler）は，SPD は今や土台から解放された。何事も実のあるところで（sachlich）
考えることができるようになった，と語っていた（Testorf, 2017, S.144）。
こうした当時における SPD 幹部の，DGB にとって背信的行為といってもいい例を，テストー
フに依拠してさらにいくつかあげると（以下は Testorf, 2017, S.144-145 による），例えば SPD の幹部で当時
ベルリン市の経済・信用部門担当の市政執行役員（Senator für Wirtschaft und Kredit in Berlin）であっ
たシラー（Karl Schiller）は，SPD を代表して共同決定をめぐる（SPD 独自の）専門家委員会
（Sachverständigenkommission）の立ち上げを唱えた。かれの専門家的見解（technokratische Denkweise）に
よると，さしあたり，企業者，労働組合，有識者が 3 分の 1 ずつ占める“ロイヤル・コミッショ
ン”（Royal Commission）を作り，そこでまずモンタン共同決定法方式の全過程を精査し，評価す
ることがなされるべきであると主張している。















これは，ブレンナーのみるところ，SPD が CDU（Christlich-Demokratische Union Deutschlands : ドイ


































そこで DGB 執行部（Vorstand）は，1965 年 10 月 5 日の第 30 回会議において，このキャンペー
ンのために，“共同決定のための行動”（Aktion Mitbestimmung）を強化することなどが必要として，
広報活動のためにさしあたり，47 万 9 千 5 百 DM を支出することを決めた（Testorf, 2017, S.151）。た
だしこの額は，テストーフによると，実際にはさらに多額になり，（少なくとも担当者の人件費も入れ













こうした過程の上にたって，DGB の「共同決定法」原案は，1968 年 3 月 12 日，ケルンのス
















のたち（ここではドイツの場合 SPD や DGB 指導者などを指す : 大橋注記）は，機能的な経済体制・社会体制
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Codetermination systems of business administration have emerged and spread in 
Germany. This paper engages with issues in the designing process of the Codetermination 
Law (Gesetz über die Mitbestimmung der Arbeitnehmer: 1976) and argues that the trend 
of codetermination can be attributed to the anti-establishment movements of the 1970s.
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